取　組　事　例
（朝型の働き方・所定外労働削減・年休取得促進・多様な正社員・テレワーク）
	企業名：株式会社横浜銀行
	所在地：神奈川県横浜市

	社員数：４，６５１名
	業種：金融業


取組の目的：

取組の概要：


現状とこれまでの取組の効果：

　　（H27.9）
行員一人ひとりが意欲・能力を最大限に発揮し、多様な人財が活躍できる組織を構築する。





基本方針


当行は、夜間の時間外勤務ありきのワークスタイルを改善し、行員一人ひとりが意欲・能力を最大限に発揮し、多様な人財が活躍できる組織を構築するため、「働き方改革」に取り組んでいる。


その目的は、育児や介護等で時間に制約のある行員が気兼ねなく活躍でき、全員が業務の効率性、生産性を高め、持てる能力を最大限に発揮する「働きやすい職場環境」をつくること、そして、「働き方改革」で生み出された時間を自己啓発に充て、行員一人ひとりがレベルアップを図り、お客さまから選ばれる銀行になっていくことである。





○年次有給休暇の取得促進


当行では、年次有給休暇の取得を促進するため、年度で１１日の制度休暇（１週間連続休暇、５日間連続休暇、スポット休暇、アニバーサリー休暇）やリフレッシュ休暇（勤続１５年、２０年、２５年、５５歳）を定めるとともに、「制度休暇取得予定・実績管理表」を作成し、全員が公平かつ計画的に制度休暇を取得できるよう管理を徹底している。また、子の看護のための看護休暇と家族の介護のための介護休暇を半日単位で取得できるように見直すとともに、毎休暇年度末に消滅する年次有給休暇を積み立てる休暇制度を私傷病だけでなく介護目的でも利用できるように見直すなど、休暇制度を整備拡充している。





○朝型勤務の推奨


所定勤務時間内（８時４５分～１７時１０分）の勤務が基本であることを前提に、夜間の時間外勤務は原則１９時までとし、必要に応じて朝の時間外勤務を活用するよう周知し、始業時刻前の勤務を推奨している。また、始業時刻を朝７時まで繰り上げる時差勤務を認め、朝の時間の活用を促している。





○業務効率化の促進


組織横断的に「働き方改革」に取り組むため、「働き方改革推進委員会」を立ち上げ、各職場から収集した提案や要望等を元に本部・営業店の業務見直し等について協議している。当委員会で協議し、各部で検討した内容については、イントラで各職場での取組好事例とともにフィードバックし、全行での情報共有化を図るとともに、施策の実現に向けて迅速な対応を行っている。





○その他の取組事項


・自己啓発の促進


「働き方改革」により創出された時間を自己啓発に充て、行員一人ひとりの人間力や業務スキルの向上を図っている。業務知識や実務に沿った内容のセミナーを充実させるほか、自宅でeラーニングや研修等のビデオコンテンツの視聴ができる自宅学習システムの導入や研修施設内の自習室設置等、自己啓発を促進する環境の整備を行っている。


・ダイバーシティ＆インクルージョン推進室の設置


平成２７年４月に「ダイバーシティ＆インクルージョン推進室」を人財部内に新設し、女性活躍推進施策の積極的な展開に加え、男性の育児参画や外国人留学生も含めた多様な人財の活躍を推進し、企業として多様性を活かす風土作りを推し進めている。


・女性行員のバリューアッププログラムの展開


女性行員の活躍推進を図るため、平成１７年に「女性行員バリューアッププログラム」を立ち上げ、「キャリア開発」と「就業継続支援」に取り組んだ結果、女性役職者数の増加や出産による退職率の低下等の一定の成果が上げられた。今後、さらに女性行員の活躍を推し進めるため、平成２６年に当プログラムの第２フェーズを開始し、従来の取組の強化・深化に加え、女性行員の「キャリア形成への意識醸成」や「組織全体の風土改革」を実現する施策を展開している。


・新人事制度導入、ジョブリターン制度・行員転換制度の活用


行員一人ひとりの成長意欲・挑戦意欲の向上、多様な人財の活躍による組織活力の向上を目的に、平成２７年７月、コース別に分かれていた人事制度を見直し、全員が本人の意欲次第で職務の幅を拡大し、上位の職位へキャリアアップできる体系とした。


また、意欲・能力のある多様な人財の確保・活用を図るため、結婚・出産・転職等の理由により退職した元行員に対する再雇用制度である「ジョブ・リターン制度」や、パート社員等の正社員化のための「行員転換制度」による採用にも取り組んでいる。





○時差勤務の活用や朝の時間外勤務の実施等、朝型勤務への意識が全行で高まりつつあり、業務の効率化については最近では自発的に具体的な施策を実施する営業店も出てきている。


○年次有給休暇の取得率は毎年約６割程度で推移しており、男性行員による育児を目的とした休暇等の取得も今後、増加が見込まれる。











